
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 3 広域行政事務負担事務
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 広域連携の推進

主管課名 企画政策課 課長名 冨田　泰隆
この事務事業の開始時期 昭和５３年２月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方拠点都市地域整備産業業務施設再設置促進に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①愛知県と矢作川流域の10市町で構成する（公財）矢 ①植林及び各種助成事業等の実施を行い、水源林対策
作川水源基金において、きれいで安定した水を供給で 事業に対する負担として、今後とも有用である。
きる緑豊かな災害に強いまちづくりを行っている。 ②連携市町が幅広い分野で相互に連携協力することに
②平成25年度に日進市、東郷町、豊明市及びみよし市 より、地域社会の持続的な発展、地域の課題への対応
で自治体間連携協力に関する基本協定を締結した。平 及び地域交流の活性化に寄与している。
成27年度

令

からは長久手市が参加

和

している。  
  
「Ｓ

 

ＤＧｓの取り組み：1

3

,2,3,4,5,6

年

,7,8,9,10,

度

11,
12,13,1

（

4,15,16,17

2

」

①（公財）矢作川水

年

源基金理事会を4回開

度

催（3回は決議の省略

実

）し、負担金等につ
R

施

2年度に実施した具体

分

的な いて意見交換を行

）

った。
事業の方法、手

事

順、指標に対す ②尾三

務

地区自治体間連携協議

事

会を5回開催し、行政

業

サービス等に関する連

目

携事業の
る成果等 検討

的

を行っているが、令和

評

2年度から新たに「行

価

政境界地域における防

表

災に係る連
携」につい

様

ての検討を追加した。

式

事務事業を取り巻く状

1

況は過去と比べ変化し

-

ているか (1)活動指

1

標（事務事業の活動量

記

を表す指標）

社会情勢

入

の変化により、連携事

日

業の検討が必要となっ

令

てい 名称 単位
る。 ① （

和

公財）矢作川水源基金

0

理事会 回数
変 化

② 尾

3

三地区自治体間連携会

年

議 回数
内 容

対象(こ

1

の事業の対象、範囲と

2

なる人、物) (2)対

月

象指標（対象の大きさ

0

を表す指標）

尾三地区

7

自治体間において連携

日

して行う、行政サービ

１

スに関する 名称 単位
事

事

業 ① 行政サービス等の

務

連携数 事業
②

目的(こ

事

の事業によって上記対

業

象をどのような状態に

の

したいのか) (3)成

現

果指標（目的の達成度

状

を示す指標）

事業事務

　

の広域化、共同化によ

Ｐ

る効率的、効果的な行

Ｌ

政施策を実 名称 単位
施

Ａ

する。 ① 住みやすいと

Ｎ

感じる市民の割合 ％
②

及

結果(上位基本事業の

び

意図) (4)結果の成

Ｄ

果指標（上位基本事業

Ｏ

の成果指標）

圏域内の

事

共通課題の取り組みや

務

効率的な行政サービス

事

を推進し、 名称 単位
快

業

適な住環境の整備を図

名

る。 ① 広域連携に関す

N

る取組の市民満足度割

o

合 ％
②

事務事業の各種

.

指標の実績と見込及び

3

目標

H31年度 R2年

広

度 R2年度 R3年度 R

域

4年度 R5年度 R6年

行

度
指標 ＼ 年度 単位

政

実績値 計画値 実績値 計

事

画値 目標値 目標値 目標

務

値
(1)の ① 回数 3 3

負

4 3 3 3 3
活動指標 ②

担

回数 5 5 5 5 5 5 5
(

事

2)の ① 事業 1 1 1 1

務

1 1 1
対象指標 ②
(3

政

)の ① ％ 86.2 90

策

89.3 90 90 90

こ

90
成果指標 ②

(4)

の

の結果の ① ％ 70.7

事

71 64.7 72 72

務

73 74
成果指標 ②

予

事

算費目 会計 01 一般

業

会計 款 02 項 01 目 0

施

2

コスト 年度 H31年

策

度 R2年度 R2年度 R

の

3年度 R4年度 R5年

位

度 R6年度
実績値 計画

置

値 実績値 計画値 目標値

基

目標値 目標値
事業費(

本

決算又は予算額)Ａ 単

事

位 509 546 542

業

547 547 547 5

主

47

財
源
内
訳

 国庫支

管

出金 千円 0 0 0 0 0 0

課

0
 県支出金 千円 0 0

名

0 0 0 0 0
 地方債 千

課

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

長

の他 千円 0 0 0 0 0 0

名

0
 一般財源 千円 50

こ

9 546 542 547

の

547 547 547
人

事

件費Ｂ 千円 1,334

務

.6 0 1,314.7

事

1,294.8 1,2

業

94.8 1,294.

の

8 1,294.8
正職

開

員従事時間×人数 時間

始

×人 67× 6 0× 0 6

時

6× 6 78× 5 78×

期

5 78× 5 78× 5
正

事

職員以外の人件費 千円

務

0 0 0 0 0 0 0
その他

区

の費用Ｃ 千円 0 0 0 0

分

0 0 0
トータルコスト

法

A+B+C 千円 1,8

定

43.6 546 1,8

受

56.7 1,841.

託

8 1,841.8 1,

事

841.8 1,841

務

.8
単位あたりコスト

自

① 千円/事業 1,84

治

3.6 546 1,85

事

6.7 1,841.8

務

1,841.8 1,8

こ

41.8 1,841.

の

8
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

事

(2)の対象指標）②

務

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

事

1

業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

せ
□ ない

んか？

効率的

業

、効果的な行政施策を

名

実施するため、という

N

目的に変化はない
事業

o

進展等による環境変化

.

□ ある
ため。

に伴い、

3

目的を見直す（目
その

広

理由
的の追加・拡充又

域

は絞込）

必要はありま

行

せんか？ ■ ない

有
効
性

政

自治体間で連携協力し

事

、取り組むべき事業の

務

更なる検討をする。
今

負

以上に事業の成果を向

担

上

させる方法を記入し

事

て下さ

い。 内　容
※(

務

3)の成果指標を向上

２

させる

　ことはできま

評

すか？

住みやすいと感

価

じる市民の割合は、計

　

画値には達していない

Ｃ

が、R1実績より3.

Ｈ

目的達成状況 内　容 1

Ｅ

%増加している。

□民

Ｃ

間への一部委託 □民間

Ｋ

への全部委託
市関与の

目

必要性 □指定管理 □補

的

助金・負担金助成 ■市

妥

の直営
内　容

　（実施

当

手法） 民間に委託する

性

必要性はないため。

効

こ

率
性

今後も近隣市町と

の

事務事業の統廃合につ

事

いて検討していく。
事

業

務事業の統廃合により

の

、

事業の効率化を図り

必

、成果
内　容

を向上さ

要

せる方法を記入し

て下

性

さい。

（公財）矢作川

は

水源基金理事会及び尾

薄

三地区自治体間連携会

れ

議の開催に要する
現状

て

より事業費・人件費を

得

事務の削減
削減する方

ら

法を記入して下

さい。

れ

（仕様の変更、外部 内

て

　容
委託、従事時間の

い

削減等は

できないか？

る

)

公
平
性

直接的な受益

い

者はいない。
□ ある □

ま

現状で適正
受益者負担

せ

はありますか？

また、

ん

受益者負担割合は適 □

か

ない □ 検討が必要 内　

。

容
正ですか？

■ 受益者

十

がいない

３
改
革
改
善
案

分

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

交通網

な

の整備や情報通信の発

成

達によ 圏域内の共通課

果

題の取組や効率的な
事

が

業実施上の課題、住 っ

理

て、市民の活動範囲は

　

広域化して 行政サービ

由

スを推進するため、事

得

業
民・議会等からの意

ら

見 意　見 おり、広域的

れ

なまちづくりや施策に

て

対応策 や施策の更なる

い

検討を行う。
と対応策

ま

対するニーズが高まっ

す

てきている。

圏域内の

か

共通課題の取組や効率

？

的な 例年と同様のスケ

得

ジュールで事業を
R3

ら

年度の事業計画は前 変

れ

　更
行政サービスの推

て

進のため、他自治 進め

い

ていく。
年度から変更

な

・追加は 前年度 ・
体と

い

の連携や協力を進めた

事

。
あるか 追　加

今後の

業

事業・コスト・成果の

進

方向性 今後の事業の方

展

向性、改革・改善案
※

等

今年度からの具体的な

に

事業の進め方、手段の

よ

見直し等、各方向性の

る

内容

　　　　　　　　

環

　□　拡大 　圏域内の

境

共通課題の取組や効率

変

的な行政サービスを
　

化

　　　　　　　　□　

あ

改善 推進し、快適な住

る

環境の整備を図る。
　

に

　　　　　　　　■　

伴

現状維持 （令和３年度

い

の取組）①県、市町村

、

及び商工会等で構
　　

対

　　　　　　　□　縮

象

小 成するリニア中央新

を

幹線建設促進愛知県期

見

成同盟会に
　　　　　

直

　　　　□　統合 おい

す

て連携協力することに

（

より、リニア建設の更

拡

なる
　　　　　　　　

そ

　□　完了 促進を図る

の

。②東海道新幹線の利

理

用価値を最大化する
　

由

　　　　　　　　□　

大

廃止・休止 ため、三河

・

地域新幹線駅利用促進

縮

期成同盟会を発足し
コ

小

ストの方向性 、豊橋駅

）

及び三河安城駅へのひ

必

かり・こだまの停車数

要

　　　　　　　　　→

は

　維持 の増便を図る。

あ

③尾三地区自治体間連

り

携協議会におい
成果の

ま

方向性 て新型コロナウ

せ

イルス対策について情

な

報共有を図る。
　　　

い

　　　　　　→　維持

ん

2

か？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 3 広域行政事務負担事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

近隣市町と連携、協力し行政課題の対策に取り組んでいるた
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

め。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

連携して取り組むべき事業の検討は、事務事業の広域化、共同化によ
事業進展等によ

様

る環境変化
■ ある る効

式

率的、効果的な行政施

1

策を実施するうえで、

-

拡張を検討する必要
に

2

伴い、対象を見直す（

事

拡
その理由 がある。

大

務

・縮小）必要はありま



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 270 古瀬間聖苑に係る豊田市への事務委託等事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 広域連携の推進

主管課名 環境課 課長名 成田　明弘
この事務事業の開始時期 昭和48年、委託平成20年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市と豊田市との間における火葬事務の委託に関する協定書

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・地方自治法第２５２条の１４及びみよし市と豊田市 ・豊田三好事務組合が事務管理をしている古瀬間聖苑
との間における委託に関する規約に基づき、古瀬間聖 は、平成19年度まで利用市町の実績割により負担金が
苑に係る豊田市への事務委託を行う。 設定され、運営されていた。
 ・豊田三好事務組合の解散に伴い、平成20年度からみ
【委託費の算出基礎】 よし市が豊田市に事務委託することになった。
（管理及び執行に要する経費＋維持管理費に係る人件

令

費－使用料収入）×前

和

々年度の利用実績割合

 

「ＳＤＧｓの取り組み

3

：11、17」

起債償

年

還は平成16年度で終

度

了。運営管理費につい

（

て、平成20年度から

2

は豊田市へ事
R2年度

年

に実施した具体的な 務

度

委託をし、市民にとっ

実

て必要な施設であるた

施

め継続実施。
事業の方

分

法、手順、指標に対す

）

る成果等

事務事業を取

事

り巻く状況は過去と比

務

べ変化しているか (1

事

)活動指標（事務事業

業

の活動量を表す指標）

目

変化なし 名称 単位
火葬

的

場は市民にとって必要

評

な施設であるため、現

価

状のまま ① 古瀬間聖苑

表

運営管理委託料 千円
変

様

 化
継続して実施。 ②

式

内 容

対象(この事業

1

の対象、範囲となる人

-

、物) (2)対象指標

1

（対象の大きさを表す

記

指標）

市民 名称 単位
①

入

みよし市の人口 人
②

目

日

的(この事業によって

令

上記対象をどのような

和

状態にしたいのか) (

0

3)成果指標（目的の

3

達成度を示す指標）

古

年

瀬間聖苑が適正に維持

1

管理されており、市民

2

が利用できる状態 名称

月

単位
になっている。 ①

0

古瀬間聖苑利用件数 件

8

②

結果(上位基本事業

日

の意図) (4)結果の

１

成果指標（上位基本事

事

業の成果指標）

圏域内

務

の共通課題の取り組み

事

や効率的な行政サービ

業

スの推進のた 名称 単位

の

め、他自治体との連携

現

や協力を進める。 ① 市

状

が住みやすいと答えた

　

市民の割合 ％
②

事務事

Ｐ

業の各種指標の実績と

Ｌ

見込及び目標

H31年

Ａ

度 R2年度 R2年度 R

Ｎ

3年度 R4年度 R5年

及

度 R6年度
指標 ＼ 

び

年度 単位
実績値 計画値

Ｄ

実績値 計画値 目標値 目

Ｏ

標値 目標値
(1)の ①

事

千円 17,952 21

務

,116 19,182

事

21,395 19,8

業

04 28,153 23

名

,187
活動指標 ②
(

N

2)の ① 人 61,15

o

3 61,040 61,

.

040 61,236 6

2

2,100 62,36

7

0 62,620
対象指

0

標 ②
(3)の ① 件 36

古

1 361 384 384

瀬

384 384 384
成

間

果指標 ②
(4)の結果

聖

の ① ％ 86.2 86.

苑

3 89.3 89.4 8

に

9.5 89.6 89.

係

7
成果指標 ②

予算費目

る

会計 01 一般会計 款

豊

04 項 01 目 01

コス

田

ト 年度 H31年度 R2

市

年度 R2年度 R3年度

へ

R4年度 R5年度 R6

の

年度
実績値 計画値 実績

事

値 計画値 目標値 目標値

務

目標値
事業費(決算又

委

は予算額)Ａ 単位 40

託

,173 21,800

等

19,610 21,9

事

24 20,888 30

業

,409 146,02

政

5

財
源
内
訳

 国庫支出

策

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

こ

 県支出金 千円 0 0 0

の

0 0 0 0
 地方債 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 その

務

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

 一般財源 千円 40,

業

173 21,800 1

施

9,610 21,92

策

4 20,888 30,

の

409 146,025

位

人件費Ｂ 千円 398.

置

4 398.4 398.

基

4 398.4 398.

本

4 398.4 0
正職員

事

従事時間×人数 時間×

業

人 60× 2 60× 2 6

主

0× 2 60× 2 60×

管

2 60× 2 0× 0
正職

課

員以外の人件費 千円 0

名

0 0 0 0 0 0
その他の

課

費用Ｃ 千円 0 0 0 0 0

長

0 0
トータルコストA

名

+B+C 千円 40,5

こ

71.4 22,198

の

.4 20,008.4

事

22,322.4 21

務

,286.4 30,8

事

07.4 146,02

業

5
単位あたりコスト ①

の

千円/人 0.7 0.4

開

0.3 0.4 0.3 0

始

.5 2.3
（ﾄｰﾀﾙ

時

ｺｽﾄ/(2)の対象

期

指標）② 千円/ 0 0 0

事

0 0 0 0

1

務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

業進展等による環境変

業

化 □ ある
に伴い、目的

名

を見直す（目
その理由

N

的の追加・拡充又は絞

o

込）

必要はありません

.

か？ ■ ない

有
効
性

市民

2

が火葬施設を使用する

7

ための事業であるため

0

、維持継続が必須。
今

古

以上に事業の成果を向

瀬

上

させる方法を記入し

間

て下さ

い。 内　容
※(

聖

3)の成果指標を向上

苑

させる

　ことはできま

に

すか？

維持継続
目的達

係

成状況 内　容

□民間へ

る

の一部委託 □民間への

豊

全部委託
市関与の必要

田

性 □指定管理 □補助金

市

・負担金助成 ■市の直

へ

営
内　容

　（実施手法

の

） 豊田市への事務委託

事

効
率
性

市内に火葬施設

務

を有していない本市に

委

とっては、現在の事務

託

委託による手法が
事務

等

事業の統廃合により、

事

適している。
事業の効

業

率化を図り、成果
内　

２

容
を向上させる方法を

評

記入し

て下さい。

豊田

価

市・みよし市各市の利

　

用実績の割合に応じて

Ｃ

事業費が決定されるた

Ｈ

め事業
現状より事業費

Ｅ

・人件費を
費は適正で

Ｃ

ある。
削減する方法を

Ｋ

記入して下

さい。（仕

目

様の変更、外部 内　容

的

委託、従事時間の削減

妥

等は

できないか？)

公

当

平
性

【委託費の算出基

性

礎】
■ ある ■ 現状で適

こ

正
受益者負担はありま

の

すか？ （管理及び執行

事

に要する経費＋維持管

業

理費に係る
また、受益

の

者負担割合は適 □ ない

必

□ 検討が必要 内　容 人

要

件費－使用料収入）×

性

前々年度の利用実績割

は

合
正ですか？

□ 受益者

薄

がいない

３
改
革
改
善
案

れ

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

市民に

て

とって必要不可欠な施

得

設であ 継続して事務委

ら

託をしていく。
事業実

れ

施上の課題、住 る。
民

て

・議会等からの意見 意

い

　見 対応策
と対応策

豊

る

田市への事務委託によ

い

り運営 変更なし。継続

ま

実施が適正。
R3年度

せ

の事業計画は前 変　更

ん

年度から変更・追加は

か

前年度 ・
あるか 追　加

。

今後の事業・コスト・

十

成果の方向性 今後の事

分

業の方向性、改革・改

な

善案
※今年度からの具

成

体的な事業の進め方、

果

手段の見直し等、各方

が

向性の内容

　　　　　

理

　　　　□　拡大 ・平

　

成20年度から豊田市

由

への事務委託事業とな

得

った。
　　　　　　　

ら

　　□　改善 今後も事

れ

務委託を継続していく

て

。
　　　　　　　　　

い

■　現状維持 ・平成3

ま

0年度から令和元年度

す

にかけて、霊安室、告

か

別
　　　　　　　　　

？

□　縮小 室、収骨室、

得

待合室を設けるために

ら

改築を行う。
　　　　

れ

　　　　　□　統合 ・

て

令和5年度に計画的に

い

実施している火葬炉修

な

繕にお
　　　　　　　

い

　　□　完了 いて、動

事

力盤回収予定。
　　　

業

　　　　　　□　廃止

進

・休止 ・令和5年度に

展

待合室細分化工事設計

等

委託予定。令和6
コス

に

トの方向性 年度同工事

よ

実施予定。
　　　　　

る

　　　　→　維持
成果

環

の方向性
　　　　　　

境

　　　→　維持

2

変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 270 古瀬間聖苑に係る豊田市への事務委託等事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市内に火葬施設が無いため、事業継続は必要。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市内に火葬施設が無いため、事業継続は必要。
事

様

業進展等による環境変

式

化
□ ある

に伴い、対象

1

を見直す（拡
その理由

-

大・縮小）必要はあり

2

ませ
■ ない

んか？

市内

事

に火葬施設が無いため

務

、事業継続は必要。
事



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 290 塵芥処理に係る豊田市への事務委託等事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 広域連携の推進

主管課名 環境課 課長名 成田　明弘
この事務事業の開始時期 平成２０年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市と豊田市との間における清掃事務の委託に関する規約

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・地方自治法第２５２条の１４及びみよし市と豊田市 ・豊田三好事務組合が事務管理をしているグリーン・
との間における委託に関する規約に基づき、塵芥処理 クリーンふじの丘は、平成19年度まで利用市町村の実
に係る豊田市への事務委託を行う。 績割により負担金が設定され、運営されていた。
【委託費の算出基礎】 ・豊田三好事務組合の解散に伴い、平成20年度からみ
（管理及び執行に要する経費＋維持管理費に係る人件 よし市が豊田市に事務委託することになった。
費－使

令

用料収入）×前々年度

和

の利用実績割合  
【起

 

債負担金】
建設：利用

3

実績割 40/100

年

、人口割 40/10

度

0、均等割 2
0/1

（

00　用地：利用実績

2

割
「SDGｓの取り組

年

み：11,17」
勘八

度

不燃物処分場及びグリ

実

ーン・クリーンふじの

施

丘及び藤岡ふれあいの

分

館の運営管
R2年度に

）

実施した具体的な 理を

事

豊田市に委託し、グリ

務

ーン・クリーンふじの

事

丘起債償還費負担金を

業

負担割合に
事業の方法

目

、手順、指標に対す 基

的

づき負担した。
る成果

評

等 市内に同様の処理施

価

設がなく、市民にとっ

表

て必要な施設であるた

様

め継続実施。

事務事業

式

を取り巻く状況は過去

1

と比べ変化しているか

-

(1)活動指標（事務

1

事業の活動量を表す指

記

標）

変化なし。 名称 単

入

位
市民にとって必要な

日

施設のため継続して実

令

施。 ① グリーン・クリ

和

ーンふじの丘委託料 千

0

円
変 化

②
内 容

対象

3

(この事業の対象、範

年

囲となる人、物) (2

1

)対象指標（対象の大

2

きさを表す指標）

不燃

月

物処分場(グリーン・

0

クリーンふじの丘） 名

8

称 単位
① グリーン・ク

日

リーンふじの丘　面積

１

㎡
②

目的(この事業に

事

よって上記対象をどの

務

ような状態にしたいの

事

か) (3)成果指標（

業

目的の達成度を示す指

の

標）

処理施設の運営を

現

してもらう 名称 単位
①

状

グリーン・クリーンふ

　

じの丘への搬入量 ㎏
②

Ｐ

結果(上位基本事業の

Ｌ

意図) (4)結果の成

Ａ

果指標（上位基本事業

Ｎ

の成果指標）

圏域内の

及

共通課題の取り組みや

び

効率的な行政サービス

Ｄ

の推進のた 名称 単位
め

Ｏ

、他自治体との連携や

事

協力を進める。 ① 市が

務

住みやすいと答えた市

事

民の割合 %
②

事務事業

業

の各種指標の実績と見

名

込及び目標

H31年度

N

R2年度 R2年度 R3

o

年度 R4年度 R5年度

.

R6年度
指標 ＼ 年

2

度 単位
実績値 計画値 実

9

績値 計画値 目標値 目標

0

値 目標値
(1)の ① 千

塵

円 1,592 2,41

芥

2 2,319 2,57

処

3 2,573 2,57

理

3 2,573
活動指標

に

②
(2)の ① ㎡ 229

係

,171 229,17

る

1 251,392 25

豊

1,392 251,3

田

92 251,392 2

市

51,392
対象指標

へ

②
(3)の ① ㎏ 46,

の

740 46,740 7

事

0,670 46,74

務

0 46,740 46,

委

740 46,740
成

託

果指標 ②
(4)の結果

等

の ① % 86.2 86.

事

3 89.3 89.4 8

業

9.5 89.6 89.

政

7
成果指標 ②

予算費目

策

会計 01 一般会計 款

こ

04 項 02 目 01

コス

の

ト 年度 H31年度 R2

事

年度 R2年度 R3年度

務

R4年度 R5年度 R6

事

年度
実績値 計画値 実績

業

値 計画値 目標値 目標値

施

目標値
事業費(決算又

策

は予算額)Ａ 単位 65

の

,755 41,335

位

41,151 3,44

置

6 3,506 3,50

基

6 3,506

財
源
内
訳

本

 国庫支出金 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
 県支出金

業

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

主

地方債 千円 0 0 0 0 0

管

0 0
 その他 千円 0 0

課

0 0 0 0 0
 一般財源

名

千円 65,755 41

課

,335 41,151

長

3,446 3,506

名

3,506 3,506

こ

人件費Ｂ 千円 332 3

の

32 332 332 33

事

2 332 332
正職員

務

従事時間×人数 時間×

事

人 100× 1 100×

業

1 100× 1 100×

の

1 100× 1 100×

開

1 100× 1
正職員以

始

外の人件費 千円 0 0 0

時

0 0 0 0
その他の費用

期

Ｃ 千円 24 0 0 0 0 0

事

0
トータルコストA+

務

B+C 千円 66,11

区

1 41,667 41,

分

483 3,778 3,

法

838 3,838 3,

定

838
単位あたりコス

受

ト ① 千円/㎡ 0.3 0

託

.2 0.2 0 0 0 0
（

事

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

務

)の対象指標）② 千円

自

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

設がないため、事業継

業

続は必要。
事業進展等

名

による環境変化 □ ある

N

に伴い、目的を見直す

o

（目
その理由

的の追加

.

・拡充又は絞込）

必要

2

はありませんか？ ■ な

9

い

有
効
性

市内で発生す

0

る廃棄物の処理施設は

塵

他にないため、維持継

芥

続が必須。
今以上に事

処

業の成果を向上

させる

理

方法を記入して下さ

い

に

。 内　容
※(3)の成

係

果指標を向上させる

　

る

ことはできますか？

今

豊

後の搬入も継続してい

田

くために事務委託を継

市

続する。
目的達成状況

へ

内　容

□民間への一部

の

委託 □民間への全部委

事

託
市関与の必要性 □指

務

定管理 □補助金・負担

委

金助成 ■市の直営
内　

託

容
　（実施手法） 豊田

等

市への務委託

効
率
性

市

事

内に同様の施設を保有

業

していない本市にとっ

２

ては、現在の事務委託

評

による手
事務事業の統

価

廃合により、
法が適し

　

ている。
事業の効率化

Ｃ

を図り、成果
内　容

を

Ｈ

向上させる方法を記入

Ｅ

し

て下さい。

豊田市・

Ｃ

みよし市の利用実績等

Ｋ

に応じて事業費が決定

目

されるため事業費は適

的

正
現状より事業費・人

妥

件費を
である。

削減す

当

る方法を記入して下

さ

性

い。（仕様の変更、外

こ

部 内　容
委託、従事時

の

間の削減等は

できない

事

か？)

公
平
性

【委託費

業

の算出基礎】　（管理

の

及び執行に要する
■ あ

必

る ■ 現状で適正
受益者

要

負担はありますか？ 経

性

費＋維持管理費に係る

は

人件費－使用料収入）

薄

×
また、受益者負担割

れ

合は適 □ ない □ 検討が

て

必要 内　容 前々年度の

得

利用実績割合
正ですか

ら

？ 【起債負担金】　建

れ

設：利用実績割 40

て

/100、人
□ 受益者

い

がいない
口割 40/

る

100、均等割 20

い

/100　用地：利用

ま

実績割

３
改
革
改
善
案
　

せ

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

市民にと

ん

って必要不可欠な施設

か

であ 今後も使用するた

。

め、事務委託を継
事業

十

実施上の課題、住 る。

分

続する。
民・議会等か

な

らの意見 意　見 対応策

成

と対応策

豊田市への事

果

務委託により運営 変更

が

なし。全ての施設にお

理

いて業務
R3年度の事

　

業計画は前 変　更
を継

由

続。
年度から変更・追

得

加は 前年度 ・
あるか 追

ら

　加

今後の事業・コス

れ

ト・成果の方向性 今後

て

の事業の方向性、改革

い

・改善案
※今年度から

ま

の具体的な事業の進め

す

方、手段の見直し等、

か

各方向性の内容

　　　

？

　　　　　　□　拡大

得

・人口増により排出さ

ら

れるごみの量が増加一

れ

途をたど
　　　　　　

て

　　　□　改善 ってい

い

る。
　　　　　　　　

な

　■　現状維持 ・また

い

、生活様式の向上によ

事

りごみ質も多種多様化

業

し
　　　　　　　　　

進

□　縮小 、不燃物最終

展

埋立処分場を確保し、

等

市民の「衛生的で
　　

に

　　　　　　　□　統

よ

合 快適な文化生活」を

る

保障する。
　　　　　

環

　　　　□　完了
　　

境

　　　　　　　□　廃

変

止・休止
コストの方向

化

性
　　　　　　　　　

あ

→　維持
成果の方向性

る

　　　　　　　　　→

に

　維持

2

伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 290 塵芥処理に係る豊田市への事務委託等事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市内で処理できない廃棄物の処理施設のため、事業継続は必
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

要。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市内で処理できない廃棄物の処理施

様

設のため、事業継続は

式

必要。
事業進展等によ

1

る環境変化
□ ある

に伴

-

い、対象を見直す（拡

2

その理由
大・縮小）必

事

要はありませ
■ ない

ん

務

か？

市内では同様の施



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 295 し尿処理に係る豊田市への事務委託等事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 広域連携の推進

主管課名 環境課 課長名 成田　明弘
この事務事業の開始時期 平成２０年度から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市と豊田市との間におけるし尿処理に係る清掃事務の委託に関する規約

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・地方自治法第２５２条の１４及びみよし市と豊田市 ・地方自治法第２５２条の１４に基づき、砂川衛生プ
との間における委託に関する規約に基づき、し尿処理 ラントに係る豊田市への事務委託を行う。
に係る豊田市への事務委託を行う。 ・市民から排出されるし尿並びに浄化槽汚泥の処理を
 、広域行政により確保し、施設の運営及び維持管理を
・清掃センター砂川衛生プラント委託料 効率的に行うことにより衛生的にしていく必要がある
【委託費の算出基礎】

令

。
（管理及び執行に要

和

する経費＋維持管理費

 

に係る人件
費－使用料

3

収入）×前々年度の利

年

用実績割合
 
「SDG

度

ｓの取り組み：6,1

（

4,17」
砂川衛生プ

2

ラント運営管理を豊田

年

市に委託した。
R2年

度

度に実施した具体的な

実

事業の方法、手順、指

施

標に対す
る成果等

事務

分

事業を取り巻く状況は

）

過去と比べ変化してい

事

るか (1)活動指標（

務

事務事業の活動量を表

事

す指標）

砂川衛生プラ

業

ントの処理成分の変化

目

名称 単位
① 砂川衛生プ

的

ラント運営管理委託料

評

千円
変 化

②
内 容

対

価

象(この事業の対象、

表

範囲となる人、物) (

様

2)対象指標（対象の

式

大きさを表す指標）

砂

1

川衛生プラント 名称 単

-

位
① 砂川衛生プラント

1

面積 ㎡
②

目的(この事

記

業によって上記対象を

入

どのような状態にした

日

いのか) (3)成果指

令

標（目的の達成度を示

和

す指標）

豊田市に処理

0

施設の運営をしてもら

3

う 名称 単位
① 砂川衛生

年

プラントへの搬入量 k

1

l
②

結果(上位基本事

2

業の意図) (4)結果

月

の成果指標（上位基本

0

事業の成果指標）

圏域

8

内の共通課題の取り組

日

みや効率的な行政サー

１

ビスの推進のた 名称 単

事

位
め、他自治体との連

務

携や協力を進める。 ①

事

市が住みやすいと答え

業

た市民の割合 %
②

事務

の

事業の各種指標の実績

現

と見込及び目標

H31

状

年度 R2年度 R2年度

　

R3年度 R4年度 R5

Ｐ

年度 R6年度
指標 ＼

Ｌ

 年度 単位
実績値 計画

Ａ

値 実績値 計画値 目標値

Ｎ

目標値 目標値
(1)の

及

① 千円 21,981 2

び

4,818 22,95

Ｄ

5 24,237 24,

Ｏ

818 24,818 2

事

4,818
活動指標 ②

務

(2)の ① ㎡ 58,0

事

35 58,035 58

業

,035 58,035

名

58,035 58,0

N

35 58,035
対象

o

指標 ②
(3)の ① kl

.

4,934 4,934

2

5,238 5,238

9

5,238 5,238

5

5,238
成果指標 ②

し

(4)の結果の ① % 8

尿

6.2 86.3 89.

処

3 89.4 89.5 8

理

9.6 89.7
成果指

に

標 ②
予算費目 会計 01

係

 一般会計 款 04 項 0

る

2 目 02

コスト 年度 H

豊

31年度 R2年度 R2

田

年度 R3年度 R4年度

市

R5年度 R6年度
実績

へ

値 計画値 実績値 計画値

の

目標値 目標値 目標値
事

事

業費(決算又は予算額

務

)Ａ 単位 21,981

委

22,986 21,9

託

54 25,643 23

等

,613 23,613

事

23,613

財
源
内
訳

業

 国庫支出金 千円 0 0

政

0 0 0 0 0
 県支出金

策

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

こ

地方債 千円 0 0 0 0 0

の

0 0
 その他 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
 一般財源

務

千円 21,981 22

事

,986 21,954

業

25,643 23,6

施

13 23,613 23

策

,613
人件費Ｂ 千円

の

332 332 0 332

位

332 332 0
正職員

置

従事時間×人数 時間×

基

人 100× 1 100×

本

1 100× 0 100×

事

1 100× 1 100×

業

1 100× 0
正職員以

主

外の人件費 千円 0 0 0

管

0 0 0 0
その他の費用

課

Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0 0

名

トータルコストA+B

課

+C 千円 22,313

長

23,318 21,9

名

54 25,975 23

こ

,945 23,945

の

23,613
単位あた

事

りコスト ① 千円/㎡ 0

務

.4 0.4 0.4 0.

事

4 0.4 0.4 0.4

業

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

の

2)の対象指標）② 千

開

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

須。
事業進展等による

業

環境変化 □ ある
に伴い

名

、目的を見直す（目
そ

N

の理由
的の追加・拡充

o

又は絞込）

必要はあり

.

ませんか？ ■ ない

有
効

2

性

市内からし尿は必ず

9

発生するため、事業の

5

継続維持が必須。
今以

し

上に事業の成果を向上

尿

させる方法を記入して

処

下さ

い。 内　容
※(3

理

)の成果指標を向上さ

に

せる

　ことはできます

係

か？

維持継続
目的達成

る

状況 内　容

□民間への

豊

一部委託 □民間への全

田

部委託
市関与の必要性

市

□指定管理 □補助金・

へ

負担金助成 ■市の直営

の

内　容
　（実施手法）

事

豊田市への事務委託

効

務

率
性

市内にし尿処理施

委

設を有していない本市

託

にとっては、現在の事

等

務委託による手
事務事

事

業の統廃合により、
法

業

が適している。
事業の

２

効率化を図り、成果
内

評

　容
を向上させる方法

価

を記入し

て下さい。

豊

　

田市・みよし市各市の

Ｃ

利用実績の割合に応じ

Ｈ

て事業費が決定される

Ｅ

ため事業
現状より事業

Ｃ

費・人件費を
費は適正

Ｋ

である。
削減する方法

目

を記入して下

さい。（

的

仕様の変更、外部 内　

妥

容
委託、従事時間の削

当

減等は

できないか？)

性

公
平
性

【委託費の算出

こ

基礎】
■ ある ■ 現状で

の

適正
受益者負担はあり

事

ますか？ （管理及び執

業

行に要する経費＋維持

の

管理費に係る
また、受

必

益者負担割合は適 □ な

要

い □ 検討が必要 内　容

性

人件費－使用料収入）

は

×前々年度の利用実績

薄

割合
正ですか？

□ 受益

れ

者がいない

３
改
革
改
善

て

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

市民

得

にとって必要な施設で

ら

ある。 使用を続けるた

れ

め、事務委託を継続
事

て

業実施上の課題、住 す

い

る。
民・議会等からの

る

意見 意　見 対応策
と対

い

応策

豊田市への事務委

ま

託により運営 変更なし

せ

。継続実施が適正
R3

ん

年度の事業計画は前 変

か

　更
年度から変更・追

。

加は 前年度 ・
あるか 追

十

　加

今後の事業・コス

分

ト・成果の方向性 今後

な

の事業の方向性、改革

成

・改善案
※今年度から

果

の具体的な事業の進め

が

方、手段の見直し等、

理

各方向性の内容

　　　

　

　　　　　　□　拡大

由

・平成20年度から豊

得

田市への事務委託とな

ら

った。
　　　　　　　

れ

　　□　改善 今後も事

て

務委託を継続していく

い

。
　　　　　　　　　

ま

■　現状維持 ・下水道

す

事業により、し尿汲取

か

り及び浄化槽の清掃等

？

　　　　　　　　　□

得

　縮小 は減少傾向にあ

ら

るが、完全になくなっ

れ

てしまうわけな
　　　

て

　　　　　　□　統合

い

いので、施設の運営及

な

び維持管理を効率的に

い

行うこと
　　　　　　

事

　　　□　完了 により

業

衛生的に処理をしてい

進

く。
　　　　　　　　

展

　□　廃止・休止
コス

等

トの方向性
　　　　　

に

　　　　→　維持
成果

よ

の方向性
　　　　　　

る

　　　→　維持

2

環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 295 し尿処理に係る豊田市への事務委託等事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市内に同様の施設がないため、事業継続は必要。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市内にし尿処理施設がないため、事業継続が必要。

様

事業進展等による環境

式

変化
□ ある

に伴い、対

1

象を見直す（拡
その理

-

由
大・縮小）必要はあ

2

りませ
■ ない

んか？

市

事

内にし尿処理施設がな

務

いため、事業継続が必



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 291 尾三衛生組合負担事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 広域連携の推進

主管課名 環境課 課長名 成田　明弘
この事務事業の開始時期 設立昭和49年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 尾三衛生組合規約

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

ごみ処理を、一部事務組合において行うことにより、 ・管内(みよし市・日進市・東郷町）住民の「衛生的
廃棄物処理事務の効率化を図る。 で快適な文化生活を行う」を保障するため、廃棄物を
【尾三衛生組合運営管理費】 衛生的かつ能率的に処理するための焼却施設及び不燃
・運営費負担金 50/100ごみ量割　50/100人口割 ・資源ごみ処理施設（リサイクルプラザ）の運営に係
・可燃物処理施設（焼却処理）、資源ごみ処理施設、 る費用、最終埋立処分場の建設費（起債償還分）を共
不燃物処理施設及び埋立処分場管理費等の運営に係る 同で負担する。

令

費用を共同で負担する

和

。
【建設費負担金】
・

 

施設建設費の起債償還

3

費を共同で負担する。

年

 「SDGｓの取り組

度

み：11,17」
尾三

（

衛生組合「東郷美化セ

2

ンター」の運営費及び

年

建設費負担金を、組合

度

構成市町の
R2年度に

実

実施した具体的な 負担

施

割合費基づき、3市町

分

で負担した。
事業の方

）

法、手順、指標に対す

事

る成果等

事務事業を取

務

り巻く状況は過去と比

事

べ変化しているか (1

業

)活動指標（事務事業

目

の活動量を表す指標）

的

・分別収集の推進によ

評

る処理方法の多様化。

価

名称 単位
・尾三衛生組

表

合からの搬出先の減少

様

による処理費用の増加

式

① 尾三衛生組合運営管

1

理費 千円
変 化

。 ②
内

-

 容

対象(この事業の

1

対象、範囲となる人、

記

物) (2)対象指標（

入

対象の大きさを表す指

日

標）

市民 名称 単位
① 人

令

口 人
②

目的(この事業

和

によって上記対象をど

0

のような状態にしたい

3

のか) (3)成果指標

年

（目的の達成度を示す

1

指標）

搬入された一般

2

廃棄物が適正な処理を

月

される。 名称 単位
① 尾

0

三衛生組合ごみ搬入量

8

ｔ
②

結果(上位基本事

日

業の意図) (4)結果

１

の成果指標（上位基本

事

事業の成果指標）

圏域

務

内の共通課題の取り組

事

みや効率的な行政サー

業

ビスの推進のた 名称 単

の

位
め、他自治体との連

現

携や協力を進める。 ①

状

市が住みやすいと答え

　

た市民の割合 %
②

事務

Ｐ

事業の各種指標の実績

Ｌ

と見込及び目標

H31

Ａ

年度 R2年度 R2年度

Ｎ

R3年度 R4年度 R5

及

年度 R6年度
指標 ＼

び

 年度 単位
実績値 計画

Ｄ

値 実績値 計画値 目標値

Ｏ

目標値 目標値
(1)の

事

① 千円 281,117

務

303,542 303

事

,542 296,22

業

6 300,346 30

名

0,346 300,3

N

46
活動指標 ②
(2)

o

の ① 人 61,153 6

.

1,040 61,04

2

0 61,236 62,

9

100 62,360 6

1

2,620
対象指標 ②

尾

(3)の ① ｔ 17,4

三

73 17,146 16

衛

,282 17,146

生

17,146 17,1

組

46 17,146
成果

合

指標 ②
(4)の結果の

負

① % 86.2 86.3

担

89.3 89.4 89

事

.5 89.6 89.7

業

成果指標 ②
予算費目 会

政

計 01 一般会計 款 0

策

4 項 02 目 01

コスト

こ

年度 H31年度 R2年

の

度 R2年度 R3年度 R

事

4年度 R5年度 R6年

務

度
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

業

標値
事業費(決算又は

施

予算額)Ａ 単位 281

策

,117 303,54

の

2 303,542 29

位

6,226 288,0

置

39 297,393 3

基

16,426

財
源
内
訳

本

 国庫支出金 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
 県支出金

業

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

主

地方債 千円 0 0 0 0 0

管

0 0
 その他 千円 0 0

課

0 0 0 0 0
 一般財源

名

千円 281,117 3

課

03,542 303,

長

542 296,226

名

288,039 297

こ

,393 316,42

の

6
人件費Ｂ 千円 996

事

996 1,097 1,

務

097 1,097 1,

事

097 1,097
正職

業

員従事時間×人数 時間

の

×人 150× 2 150

開

× 2 150× 2 150

始

× 2 150× 2 150

時

× 2 150× 2
正職員

期

以外の人件費 千円 0 0

事

101 101 101 1

務

01 101
その他の費

区

用Ｃ 千円 259 259

分

0 0 0 0 0
トータルコ

法

ストA+B+C 千円 2

定

82,372 304,

受

797 304,639

託

297,323 289

事

,136 298,49

務

0 317,523
単位

自

あたりコスト ① 千円/

治

人 4.6 5 5 4.9 4

事

.7 4.8 5.1
（ﾄ

務

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

こ

の対象指標）② 千円/

の

0 0 0 0 0 0 0

1

事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

に伴い、目的を見直す

業

（目
その理由

的の追加

名

・拡充又は絞込）

必要

N

はありませんか？ ■ な

o

い

有
効
性

市内で発生し

.

た廃棄物を処理するた

2

めの施設であるため、

9

事業継続は必須。
今以

1

上に事業の成果を向上

尾

させる方法を記入して

三

下さ

い。 内　容
※(3

衛

)の成果指標を向上さ

生

せる

　ことはできます

組

か？

維持継続
目的達成

合

状況 内　容

□民間への

負

一部委託 □民間への全

担

部委託
市関与の必要性

事

□指定管理 □補助金・

業

負担金助成 ■市の直営

２

内　容
　（実施手法）

評

尾三衛生組合への負担

価

金の支出

効
率
性

市内に

　

ごみ処理施設を有して

Ｃ

いない本市にとっては

Ｈ

、現在の組合での共同

Ｅ

処理
事務事業の統廃合

Ｃ

により、
が妥当である

Ｋ

。
事業の効率化を図り

目

、成果
内　容

を向上さ

的

せる方法を記入し

て下

妥

さい。

組合構成市町の

当

利用実績及び人口割合

性

によって負担金が決定

こ

されるため、事業
現状

の

より事業費・人件費を

事

費は適正である。
削減

業

する方法を記入して下

の

さい。（仕様の変更、

必

外部 内　容
委託、従事

要

時間の削減等は

できな

性

いか？)

公
平
性

【尾三

は

衛生組合運営管理費】

薄

　
■ ある ■ 現状で適正

れ

受益者負担はあります

て

か？ ・運営費負担金 

得

50/100ごみ量割

ら

　50/100人口割

れ

また、受益者負担割合

て

は適 □ ない □ 検討が必

い

要 内　容 ・処理施設及

る

び埋立処分場管理費等

い

を共同で負担
正ですか

ま

？ 【建設費負担金】
□

せ

受益者がいない
・起債

ん

償還費を共同で負担

３

か

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

。

Ｏ
Ｎ

組合所有の最終処

十

分場がないため、 焼却

分

灰等の減量化のため、

な

ごみ減量
事業実施上の

成

課題、住 焼却灰等の搬

果

出先の確保が必要であ

が

化の啓発を進める。
民

理

・議会等からの意見 意

　

　見 る。 対応策
と対応

由

策

延命化後の焼却炉の

得

更新の方向性に 前年度

ら

と同様に実施する。
R

れ

3年度の事業計画は前

て

変　更
ついて、検討を

い

進める。
年度から変更

ま

・追加は 前年度 ・
ある

す

か 追　加

今後の事業・

か

コスト・成果の方向性

？

今後の事業の方向性、

得

改革・改善案
※今年度

ら

からの具体的な事業の

れ

進め方、手段の見直し

て

等、各方向性の内容

　

い

　　　　　　　　□　

な

拡大 ・管内住民の、「

い

衛生的で快適な文化生

事

活を行う」を
　　　　

業

　　　　　□　改善 保

進

障するため、一般廃棄

展

物処理施設の最大限の

等

能力を
　　　　　　　

に

　　■　現状維持 発揮

よ

するよう、一般廃棄物

る

処理行政を効果的に行

環

うこ
　　　　　　　　

境

　□　縮小 とを使命と

変

して事業を進めていく

化

。
　　　　　　　　　

あ

□　統合
　　　　　　

る

　　　□　完了
　　　

に

　　　　　　□　廃止

伴

・休止
コストの方向性

い

　　　　　　　　　→

、

　維持
成果の方向性
　

対

　　　　　　　　→　

象

維持

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 291 尾三衛生組合負担事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市内にごみ処理施設がないため、事業継続は必要。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市内にごみ処理施設がないため、事業継続は必要。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴

様

い、対象を見直す（拡

式

その理由
大・縮小）必

1

要はありませ
■ ない

ん

-

か？

市内にごみ処理施

2

設がないため、事業継

事

続が必須。
事業進展等

務

による環境変化 □ ある



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 94 広域消防・広域防災負担金支払事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 広域連携の推進

主管課名 防災安全課 課長名 林　幸男
この事務事業の開始時期 昭和47年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

みよし市、豊明市、日進市、長久手市、東郷町の４市 住民の生命、身体、財産を火災等から守るため、常備
１町で組織する尾三消防組合に対し、尾三消防組合規 消防の強化は必要不可欠なものとなっている。
定第11条により、分担金を負担し、常備消防を充実さ
せ、強化を図る。
平成29年度より４市１町となったため、平成30年度か
ら平成32年度までの分担金は、それぞれの常備消防費
の決算額（公債費を除く経常経費）の割合で算出した
額とする。
ＳＤＧｓの取り組み：3、11、17

負担金を尾三消防組合に支払う。
R2年度に実施した具体的

令

な
事業の方法、手順、

和

指標に対す
る成果等

事

 

務事業を取り巻く状況

3

は過去と比べ変化して

年

いるか (1)活動指標

度

（事務事業の活動量を

（

表す指標）

対象に変化

2

がないため、継続して

年

実施 名称 単位
① 尾三消

度

防組合への負担金 千円

実

変 化
②

内 容

対象(

施

この事業の対象、範囲

分

となる人、物) (2)

）

対象指標（対象の大き

事

さを表す指標）

市民 名

務

称 単位
① 人口 人
②

目的

事

(この事業によって上

業

記対象をどのような状

目

態にしたいのか) (3

的

)成果指標（目的の達

評

成度を示す指標）

常備

価

消防の運営を行う 名称

表

単位
① 市内救急出動件

様

数 件
② 市内火災出動件

式

数 件

結果(上位基本事

1

業の意図) (4)結果

-

の成果指標（上位基本

1

事業の成果指標）

効率

記

的な行政サービス（常

入

備消防業務）を実施す

日

ることにより、 名称 単

令

位
市に安心を与える ①

和

暮らしやすいと感じる

0

市民の割合 ％
②

事務事

3

業の各種指標の実績と

年

見込及び目標

H31年

1

度 R2年度 R2年度 R

2

3年度 R4年度 R5年

月

度 R6年度
指標 ＼ 

0

年度 単位
実績値 計画値

7

実績値 計画値 目標値 目

日

標値 目標値
(1)の ①

１

千円 701,690 7

事

13,610 713,

務

610 713,610

事

713,610 713

業

,610 713,61

の

0
活動指標 ②
(2)の

現

① 人 61,153 61

状

,040 61,040

　

61,236 62,1

Ｐ

00 62,360 62

Ｌ

,620
対象指標 ②
(

Ａ

3)の ① 件 2,085

Ｎ

2,100 1,853

及

2,100 2,100

び

2,100 2,100

Ｄ

成果指標 ② 件 20 20

Ｏ

26 25 25 25 25

事

(4)の結果の ① ％ 8

務

6.2 90 89.3 9

事

0 90 90 90
成果指

業

標 ②
予算費目 会計 01

名

 一般会計 款 09 項 0

N

1 目 05

コスト 年度 H

o

31年度 R2年度 R2

.

年度 R3年度 R4年度

9

R5年度 R6年度
実績

4

値 計画値 実績値 計画値

広

目標値 目標値 目標値
事

域

業費(決算又は予算額

消

)Ａ 単位 701,69

防

0 713,610 71

・

3,610 711,8

広

64 724,501 7

域

39,708 739,

防

708

財
源
内
訳

 国庫

災

支出金 千円 0 0 0 0 0

負

0 0
 県支出金 千円 0

担

0 0 0 0 0 0
 地方債

金

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

支

その他 千円 0 0 0 0 0

払

0 0
 一般財源 千円 7

事

01,690 713,

業

610 713,610

政

711,864 724

策

,501 739,70

こ

8 739,708
人件

の

費Ｂ 千円 498 524

事

498 529 529 5

務

29 529
正職員従事

事

時間×人数 時間×人 7

業

5× 2 75× 2 75×

施

2 75× 2 75× 2 7

策

5× 2 75× 2
正職員

の

以外の人件費 千円 0 2

位

6 0 31 31 31 31

置

その他の費用Ｃ 千円 0

基

0 0 0 0 0 0
トータル

本

コストA+B+C 千円

事

702,188 714

業

,134 714,10

主

8 712,393 72

管

5,030 740,2

課

37 740,237
単

名

位あたりコスト ① 千円

課

/人 11.5 11.7

長

11.7 11.6 11

名

.7 11.9 11.8

こ

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

の

2)の対象指標）② 千

事

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

直す必要はない。
事業

業

進展等による環境変化

名

■ ある
に伴い、目的を

N

見直す（目
その理由

的

o

の追加・拡充又は絞込

.

）

必要はありませんか

9

？ □ ない

有
効
性

防火の

4

啓発、救急車の適正利

広

用についての啓発を行

域

う。
今以上に事業の成

消

果を向上

させる方法を

防

記入して下さ

い。 内　

・

容
※(3)の成果指標

広

を向上させる

　ことは

域

できますか？

達成して

防

いる。
目的達成状況 内

災

　容

□民間への一部委

負

託 □民間への全部委託

担

市関与の必要性 □指定

金

管理 ■補助金・負担金

支

助成 □市の直営
内　容

払

　（実施手法） 一部事

事

務組合の構成市。

効
率

業

性

事業の統廃合によっ

２

て、効率化を図ること

評

はできない。
事務事業

価

の統廃合により、

事業

　

の効率化を図り、成果

Ｃ

内　容
を向上させる方

Ｈ

法を記入し

て下さい。

Ｅ

構成市町において、効

Ｃ

率化等について協議し

Ｋ

、不必要な費用を削減

目

する。
現状より事業費

的

・人件費を

削減する方

妥

法を記入して下

さい。

当

（仕様の変更、外部 内

性

　容
委託、従事時間の

こ

削減等は

できないか？

の

)

公
平
性

直接的な受益

事

者はなし。
□ ある □ 現

業

状で適正
受益者負担は

の

ありますか？

また、受

必

益者負担割合は適 □ な

要

い □ 検討が必要 内　容

性

正ですか？
■ 受益者が

は

いない

３
改
革
改
善
案
　

薄

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

今後の負

れ

担割合が不透明。 構成

て

市町、一部事務組合と

得

協議する
事業実施上の

ら

課題、住 。
民・議会等

れ

からの意見 意　見 対応

て

策
と対応策

負担金を尾

い

三消防に支払う。 継続

る

して実施するため、前

い

年度と同
R3年度の事

ま

業計画は前 変　更
様・

せ

同規模で実施。
年度か

ん

ら変更・追加は 前年度

か

・
あるか 追　加

今後の

。

事業・コスト・成果の

十

方向性 今後の事業の方

分

向性、改革・改善案
※

な

今年度からの具体的な

成

事業の進め方、手段の

果

見直し等、各方向性の

が

内容

　　　　　　　　

理

　□　拡大 消防広域化

　

によるデメリットを招

由

かないよう県や関係
　

得

　　　　　　　　□　

ら

改善 市町と十分に調整

れ

を図る。
　　　　　　

て

　　　■　現状維持
　

い

　　　　　　　　□　

ま

縮小
　　　　　　　　

す

　□　統合
　　　　　

か

　　　　□　完了
　　

？

　　　　　　　□　廃

得

止・休止
コストの方向

ら

性
　　　　　　　　　

れ

→　維持
成果の方向性

て

　　　　　　　　　→

い

　維持

2

ない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 94 広域消防・広域防災負担金支払事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市にとって安全安心のために必要な事業であり、市民の安全
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

安心のために寄与している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化によって対象を見

様

直す必要はない。
事業

式

進展等による環境変化

1

■ ある
に伴い、対象を

-

見直す（拡
その理由

大

2

・縮小）必要はありま

事

せ
□ ない

んか？

環境の

務

変化によって目的を見


